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〈報告〉
国際日本語教育部門３ヶ年プロジェクト〈２〉
「日本語学習者の母語・地域性をふまえた日本語教育研究とウェブ辞典構築
－国内外の日本語教育研究機関との協働的研究」(2013-2015）の概要
小林　幸江（東京外国語大学）
はじめに
　「日本語学習者の母語・地域性をふまえた日本語教育研究とウェブ辞典構築 - 国内外の日本語教育研究機関との協
働的研究」 (2013-2015）は、国際日本語教育部門（以下、当部門）で、第 2 期 1 の 3 ヶ年プロジェクトとして行われ
たものである。本報告では、まず、期間中の当部門の活動について述べ、次に本プロジェクトの概要についてまとめ
る。
１．国際日本語教育部門の活動 (2013-2015）
1-1 当部門の設置目的
　当部門は、国際日本研究センター（以下、センター）設置以来、「日本語教育の国際的展開の基礎構築」を目指し、
「日本語教育の現状把握」及び「言語別教材の開発」の二つの業務を柱として活動してきた。
1-2 部門構成員
　以下に、設立当初から現在に至るまでの当部門の構成員を示す。表中の下線は部門責任者、（　）は所属（名称は
当時のもの）、[　] はそれぞれの専門を示す。
年度 部門員（所属）[専門 ]
2009 小林幸江（留学生日本語教育センター）　[ 日本語教育学 ]
望月圭子（総合国際学研究院）[ 日本語 ･ 英語 ･ 中国語対照言語学 ]
海野多枝（大学院総合国際学研究院） 　 [ 第二言語習得論 ]
鈴木美加（留学生日本語教育センター）  [ 日本語教育学 ] 
谷口龍子（国際日本研究センター専任）[ 日本語教育学、言語学、語用論 ] 
2010 小林幸江・望月圭子・海野多枝・鈴木美加・谷口龍子　　　　　　　　　　　
2011 小林幸江・望月圭子・鈴木美加・谷口龍子
（海野多枝：休職 2011 ～ 2012）　
2012 小林幸江・望月圭子・鈴木美加・谷口龍子・( 海野多枝 )
2013
小林幸江・望月圭子・鈴木美加・谷口龍子
佐野洋（総合国際学研究院）[ 計算言語学 ･ 教育工学 ･ 外国語教育 ]2
2014 小林幸江 ･ 望月佳子 ･ 鈴木美加 ･ 谷口龍子・佐野洋
2015 小林幸江 3・鈴木美加 4・谷口龍子（大学院国際日本学研究院）望月圭子
佐野洋（総合国際学研究院）
1-3 当部門の任務の達成状況
　当部門の設置目的（1-1）の達成状況（2016/01/31 現在）は次のとおりである。
まず、「日本語教育の現状把握」の成果は、世界の 60 の日本語教育高等教育機関から得られた「日本語教育事情調査」
のデータとして、センターのＨＰ「オンラインリソース」に掲載されている、これについては、佐野洋（2016）に詳
しい。また、「言語別教材の開発」の達成状況については、本報告の「2-3 プロジェクト〈2〉の達成状況と課題」で
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述べる。
  
２． ３ヶ年プロジェクト〈２〉「日本語学習者の母語・地域性をふまえた日本語教育研究とウェ
ブ辞典構築－国内外の日本語教育研究機関との協働的研究」 (2013-2015）の概要
2-1 目的
　本プロジェクトでは、第 1 期と同様、アラビア語、英語、中国語、フランス語、タイ語の 5 つの母語、地域を対象
に、それぞれの母語話者や地域の日本語教育に資することを目的とし、国内外の日本語教育研究者との協働的研究の
推進に努めた。
　本プロジェクトでは、「日本語学習者の母語・地域性をふまえた日本語教育研究とウェブ辞典構築」を表題に掲げ
ているが、これは以前から、当部門員の望月圭子、佐野洋が中心となって進めている、日本語・英語・中国語の 3 か
国語の対照研究に基づく「オンライン日本語誤用辞典」の実用化を目指したものである。これについては、本論文集
の第 3 章〈報告〉「学習者誤用コーパス用ウエブ検索システム」（佐野洋他）に詳しい。
2-2 各母語・地域の研究テーマ及び担当者、特任研究員・連携研究員
　以下に表にまとめて示す。
母語 ･地域 主な研究テーマ（担当者） 特任研究員（無印）･連携研究員（連）
中国語 日本語と中国語の対象研究
（望月圭子・谷口龍子）
趙華敏氏（北京大学外国語学院教授）（2013 ～ 2015）
彭広陸氏（北京大学外国語学院教授）（2013 ～ 2015）
張威氏（中国人民大学外国語学院教授）（2013 ～ 2015）
申亜敏氏（早稲田大学政治経済学術院・明治学院大学非
常勤講師）（2013 ～ 2015）
張麟声氏（大阪府立大学人間社会研究科教授）（2013 ～
2016）
英語 「オンライン英作文学習者コーパス・
誤用辞典」の構築
（望月圭子 ･ 佐野洋）
森本一樹氏（リーズ大学本語学科シニアフェロー）（2013
～ 2015）
狩野キャロライン エリザベス氏（連）（本学特任外国語
教員）（2013 ～ 2014）（本学非常勤講師）（2014 ～ 2015）
シア ティエンミン テレンス氏（東洋大学経済学部専任
講師） （2013 ～ 2015）
福田翔氏（明治学院大学非常勤講師→富山大学准教授）
（2013 ～ 2015）
日本語・英語・
中国語
オンライン日本語誤用辞典の構築
（望月圭子）
小柳昇氏（拓殖大学工学部・十文字学園短大非常勤講師） 
（2013 ～ 2015）
タイ語
タイの大学における技能養成に向け
た語彙教育
（鈴木美加）
タサニー・メーターピスィット氏（タマサート大学日本
語学科准教授） （2013 ～ 2015）
アラビア語
アラビア語と日本語の挨拶
表現に関する対照語用論研
究と日本教育学研究
（谷口龍子 ･ 小林幸江）
榮谷温子（本学非常勤講師）（2011 ～ 2014）
フランス語
フランス人日本語学習者の誤用から
考察する省略、従属節の対照研究
（谷口龍子）
秋廣尚惠氏（連）（本学大学院総合国際学研究院講師）
（2013 ～ 2016）
2-2　研究活動
　2013 年度以降、センターの概算要求が大幅に削減されたこともあり、当部門の予算も年を追うごとに逼迫してい
き、第 1 期のプロジェクトの時とは比べ物にならないほど、外部講師への依頼が難しくなった。そこで、第 2 期で
は、部門員の創意工夫、研究者ネットワークの活用、さらに、国内外の特任研究員、連携研究員の協力を得て、本プ
ロジェクトに資する有意義なワークショップ、国際ワークショップ、研究会、講演会等を継続的に行い、国内外の日
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本語教育研究者との協働研究を推進するように努めた。本プロジェクトでは、「文法・語用と教育」というシリーズ
を組み、研究会等の企画を行い、言語研究の成果をどのように日本語教育に結び付けてゆくかという言語研究と教育
現場のインターフェイスを目指した。
　予算減への措置として、第 2 期では、センターの対照日本語部門及び当部門の望月圭子の科研「英日中国語ウェブ
誤用コーパス構築と母語をふまえた英語・日本語・中国語教授法開発」（基盤研究 B）(2013 年度 -2015 年度 )（望月
圭子代表、佐野教授分担研究者）と共催で研究会を行い経費節減を図った。
　各年の活動は以下の通りである。表中の番号 (1) は主催、共済の別、(2) は発表題と講師名（所属先）、要旨を示す。
なお、要旨は、センター発行の「ニューズレター」（第 11 号～第 17 号）から引用した。
2013 年度
　各チームからそれぞれの研究計画にそって特任研究員、連携研究員が推薦され、プロジェクト第 2 期の協働研究が
本格的にスタートした
1.（2013/07/24）文法・語用と教育シリーズ第 1 回  講演会
(1) 主催
(2)  「『みかん』構文」岩崎勝一氏（UCLA カリフォルニア大学ロサンゼルス校　応用言語学教授）
【要旨】
　 日常会話で よく使われる定型構文 “Ni1（だ）よ Ni2”（「みかんよ みかん」「おれだよ おれ」等）について構文文法、 関連性理論、
会話分析等により分析された。“Ni1 （だ）よ Ni2” は述語文であり、Ｎにはどんな名詞も使われ、これらは繰り返される、「だ」は
Ni2 の後にはつけられない、二つのピー クがあるかたまりとして下降調子で発話される、というイントネーション・パターンを持
つなどの構造的特徴がみられる。
　 また、この構文は、会話当事者間に大きな共有情報があることを前提とし、この前提は二人の間に intimacy が存在することも前提
となる （implied premise）。さらに、その前提を考慮し、結論（implied conclusion）を引き出し、表明することを相手に要求し、相
互理解を再確認させるという語用論的効力があることが明らかとなった。 （谷口 2013）
2.（2013/07/25）文法・語用と教育シリーズ第 1 回  研究会
(1) 主催
(2)「多重文法」岩崎勝一氏（UCLA カリフォルニア大学ロサンゼルス校　応用言語学教授）
【要旨】
　 個人の中に複数の文法が存在する様子が談話分析を通して紹介された。「会話」はもっとも普遍的な言語の形であり、文法の基礎
となっている。話し言葉（SG）と書き言葉（WG）は、独立して各個人の中で階層を成し、最終的に conceptural grammar として
統合される。言語使用者は環境に応じどちらかの文法に頼りながら言語を産出していく。国会 データの政治家や原爆被害者の談話
データから、形式名詞「こと」 や助詞「を」等の使用頻度を例に挙げ、SG と WG を同時にアクセスしながら話をしている様子が紹
介された。 （谷口 2013）
3.（2013/08/03）文法・語用と教育シリーズ第 2 回  国際ワークショップ
「母語をふまえた外国語教育 ' 日本語・英語・中国語の対照研究と E-LEARNING 教材開発 '」
(1) 主催 
(2)「日本語教育における複合動詞教育」 張威（中国人民大学）
・ 「オンライン “ 日本語・英語・中国語対訳 好ましい表現 ” 辞典の構築」 趙華敏、孫斐（北京大学）、楊煜雯（銘
傳大学）、谷口龍子、 キャロライン狩野、テレンス・シャア、佐野洋、望月圭子 （東京外国語大学）
・「東京外国語大学日本語学習者コーパスと オンライン日本語誤用辞典構築への展望」
・小柳昇、福田翔、片山晴一（東京外国語大学）、市川淳太 （アジア・ アフリカ語学院）
・ 「東京外国語大学オンライン英作文学習者 コーパス・誤用辞典にみられる日本人上級英語学習者に よる前置詞
の誤用」 ・古賀健太郎、大熊洋祐、キャロライン狩野、Matthew Miller, Andrew Chen, 荒川和仁、斎藤翔太、片
山晴一、井上剛、 菅原更紗、佐野洋、望月圭子（東京外国語大学）
・ 「オンライン英語・中国語対訳日本語複合動 詞辞典の構築への展望」 ・テレンス・シャア、申亜敏、福田翔、井
上剛、佐野洋、望月 圭子（東京外国語大学）
【要旨】
　 1980 年代本学での留学経験をもち、現在中国における日本 語教育の重鎮となられた、当センター特任研究員張威先生（中国 人民大
学）、同趙華敏先生（北京大学）をお招きし、日本語教育に おける複合動詞教育の重要性、「好ましい表現」の日本語・英語・ 中国
語対照データの構築と対照研究（本学佐野洋教授、谷口龍子 准教授他との協働研究）の発表があった。
　 また、当センターにおける母語をふまえた日本語教育研究の一 環として、「学習者コーパスに基づくオンライン日本語誤用辞典」、
「オンライン英作文誤用辞典」http://sano.tufs.ac.jp/lcshare/ 及び「日本語・英語・中国語対照：複合動詞・句動詞辞典」の構築と対 
照研究についての発表があった。発表者は、特任研究員申亜敏、同テレンス・シャア、同福田翔各氏、佐野洋教授をはじめ、当セン
ター の研究プロジェクトに協力者として参加している大学院生・学部生たちも英語で発表し、若手研究者育成の良い機会にもなっ
た。 
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　 このワークショップには、北京大学袁毓林・李淑静各教授、 台湾師範大学陳浩然・謝妙玲・張莉萍各教授（科研基盤 B〈代表者：望
月圭子〉により招聘）も参加され、活発な議論がかわされた。 （望月 2013）
4.（2014/01/25）文法・語用と教育シリーズ第 3 回研究会
「日本語・英語・中国語の対照研究と日本語教育」
(1) 主催
(2)
・「言語類型論から見た中国語と日本語の対照研究 ――視点を中心に」 彭広陸教授（北京大学）
・ 「目的語残存受身文」における目的語残存の条件について ―中国語との対照という視点から―」 于康教授（関西
学院大学）
【要旨】
　 「視点」をテーマ に、「言語類型論 (typology) から見た中国語と日本語の対照研究－視点を中心に－」 （彭広陸先生：当センター特任
研究員・北京大学）、「目的語残存受 身文」における目的語残存の条件について－中国語の対照という視 点から－」（于康先生：関
西学院大学）の発表が行われた。彭氏は、 中国語と日本語の「視点」の諸相について、語、連語、文、談話の 各レベルで概観した
上で、日本語は視点の一貫性が強く主語が一貫しているのに対して、中国語は動作の主体に視点が置かれることから、談話の中で主
語が変わり得る点を指摘された。于氏は、受身により目的語の格が変化しない「目的語残存受身文」（NP1 は NP2 を V れる / られる）
を、NP1 と NP2 間の所有と所属、全体と部分のような意味的なつながりの有無により 2 種類に分け、目的語と動詞 がコロケーショ
ンである場合に目的語が残存しやすいことを指摘された。また、日本語の目的語残存文は、受影者を主語に取り立て、中国語は文の
テーマを主語に取り立てる点も主張された。 （谷口 2014）
・ 「日本語・英語・中国語の結果表現：日本語・中国語の 複合動詞、英語の句動詞・結果構文の対照研究」 テレン
ス・シャア、申亜敏、福田翔（本センター特任研究員）
【要旨】
　 本部門のプロジェクト「母語をふまえた日本語教育研究」（英語、中国語担当は本学教員佐野洋氏、望月圭子氏）の一環として研究
発表（テーマ「日本語・英語・中国語の結果表現：日本語・中国語の複合動詞、英語の句動詞・結果構文の対照研究」発表者：本セ
ンター特任研究員テレンス・シャア氏、同申亜敏氏、同福田翔氏）も行われた。類型的に見ると、SVO 言語は補語が発達し、副詞
との違いが明確であるが、SOV 言語の場合は、動詞の後ろに結果補語 を置くことができない。また、動詞の性質を比較すると、日
本語と英語は状態変化や「完結性」(Telicity) が動詞に含意されていることから、結果補語が共起しなくても「達成動詞」となるが、
中国語の動詞は「完結性」を持たないために、動作の結果を示すためには補語が必要となる点が指摘された。 （谷口 2014）
2014 年度
　3 か年プロジェクト中間年のこの年は、台湾で日本語教育に携わっている講師を招き、日本語教育の実際に焦点を
あて、従来とは異なる交流を視点にワークショップを開催した。また、センターで受け入れている博報堂の研究者を
講師に招いてのワークショップ、部門員の望月圭子代表の科研チームとの共催による研究会をおこなった。
1.（2014/09/08）「母語・地域性をふまえた日本語教育研究」ワークショップ
(1) 主催
(2)「日台体験型交流活動を通じた学びとは」
　 文野峯子氏（人間環境大学名誉教授）　工藤節子氏（東海大学）台湾　
【要旨】
　 今年で 9 年目を迎える日台体験型交流活動は、日本と台湾の大学生がコミュニケーションをすることで問題解決をしていく場が組み
込まれた合宿形式の活動である。台湾の学生たちは日本語の上達を期待して参加するが、日本語に限らず学生たちの何かが変わる。
日本の大学生も何かが大きく変わる。それは何か。そもそも言語の学びとは何か、をワークショップの参加者とともに議論を行った。
 （谷口 2014）
2. (2014/12/11)  ワークショップ
(1) 主催
(2) 『依頼行為の対照研究－日本語母語話者と中国人日本語学習者』 
　 孫楊氏（中国揚州大学外国語学院准教授、本学外国人研究員）
3.（2015/03/20）文法・語用と教育シリーズ第 4 回 研究会
(1) 主催
(2) 「学習者コーパスに基づく日本語誤用辞典～日本人による英語・中国語学習者コーパス誤用類型との対比～」
　  小柳昇氏（特任研究員、拓殖大学非常勤講師）  市川淳太氏（アジア・アフリカ語学院日本語学科専任講師） 
望月圭子（東京外国語大学総合国際学研究院）　コメンテーター：佐野洋（東京外国語大学）
【要旨】　
　 はじめに本コーパスの開発担当者である小柳昇氏（センター特任研究員）からオンライン日本語誤用辞典の活用方法について説明が
あった。これらは、日本語誤用辞典は正誤表がわかる機能がほしいという海外の日本語教師からの要求により生まれた。それは語彙、
文法、語用のレベルにおける日本語学習者の誤用分析のデータとして有効であるだけでなく、だれもが日本語の正誤がチェックでき
るという実用性を詳しく説明し、さらに今後のコーパス研究の可能性についても提示された。
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　 次に本プロジェクトを企画する望月圭子氏が、日本人の英語学習者に “in” の過剰使用が多い原因として、日本語の「～内」「～の中」
を「内部空間に融合しているモノ」とする空間認知が関与している可能性があると示された。
　 最後に、本コーパスのシステム開発担当者の佐野洋氏（本学教員）から、日本語、英語、中国語に共通してみられる前置詞の普遍性
と個別性に関するコメントがあり、研究会が締めくくられた。 （谷口 2015）
2015 年度   
　プロジェクト最終年の年度初めに提示された部門経費は 10 万円に満たず、プロジェクト遂行はさらに厳しさを増
した。最終年には、プロジェクトの論文集の刊行を優先させ、当部門主催の研究会等は開催せず、他部門との共催に
より実施せざるを得なかった。
1.（2015/08/01 ～ 02）国際ワークショップ「卓越した外国語教育科学」
(1) 主催 : 東京外国語大学「学習の可視化・多様化を指向した e-Learning 教育システムの開発と教育の高度化」事
業
共 催： 国 立 台 湾 師 範 大 学 /Pennsylvania State University The Advanced Center for the Study of Learning 
Sciences  科研基盤 (B)「多言語コーパスの構築と言語教育への応用可能性」( 川口裕司代表 )  科研基盤 (B) 「アジ
ア諸語の社会・文化的多様性を考慮した通言語的言語能力達成度評価法の総合的研究」（富盛伸夫代表）  科研基盤
(B)「英日中国語ウェブ誤用コーパス構築と母語をふまえた英　 語・日本語・中国語教授法開発」（望月圭子代表）
東京外国語大学国際日本研究センター国際日本語教育部門  協賛：旺文社
【全体要旨】
　 国際日本語教育部門「母語・地域性をふまえた日本語教育研究とウェブ辞典構築 - 国内外の日本語教育研究機関との協働的研究」の
一環として、2015 年 8 月 1-2 日 The 3rd　International Workshop on Advanced Learning Sciences 2015 を開催した。曾志朗院士 ( 中
央研究院 ) 、協定大学國立台灣師範大學より、鄧守信教授・宋曜廷教授・陳柏熹教授・陳浩然教授、陸潔先生（上海外国語大学）、
Hintat Cheung 教授 ( 香港教育学院 )、David Monk 教育学院長・Li Ping 教授（ペンシルバニア州立大学）、長谷川信子教授（神田外
語大学）、迫田久美子教授（国立国語研究所）、本学より富盛伸夫名誉教授・川口裕司教授・髙島英幸教授・投野由紀夫教授・佐野洋
教授・望月圭子が、脳科学と第二言語習得、e-learning、ウェブ誤用辞典構築、華語文能力測検について活発な議論を行った。
 （望月 2015）
以下、部門院の発表
 (2) Cross-Linguistic Learners' Corpora: English, Chinese, Arabic and Japanese  
望月圭子 / 佐野洋 / Caroline Kano / Ebeid Ehab / Ahmed Karim Ezz / Laurence Newberry-Payton / 申亜敏 / 
游韋倫 / 井上剛（東京外国語大学）
【要旨】
　詳細は、次のサイトに詳しい。https://mdle.tufs.ac.jp/3rdIWALS/
2.（2015/07/11）『外国語と日本語との対照言語学的研究』第 16 回研究会
(1) 共催：国際日本研究センター・対照日本語部門
(2)
1「マダガスカル手話等の一致動詞について」 箕浦信勝氏（東京外国語大学，手話言語学、一般言語学）
【要旨】
　 箕浦氏は、手話の文法、特に一致動詞について日本手話とマダガスカル手話を対照させた。日本手話では、順向動詞はＰ・Ｒ項とだ
け一致し、反転動詞はＡ項とだけ一致する。マダガスカル手話は順向動詞的でありながらＡ項とも一致するものも見られることが実
際の手話をビデオで紹介しながら説明された。 （早津 2015）
2「フランス語における非従属節化の問題をめぐって」 秋廣尚惠氏（東京外国語大学，フランス語学、統語論）　　
（連携研究員）
【要旨】
　 秋廣氏は、フランス語の従属節で因果関係を表す 4 つの接続詞－ car, comme, parce que, puisque について発表された。談話文法レ
ベルで、「発話行為」(speech acts) を遂行する機能を果たすこと、主節から独立性の高い非従属的な様々な接続詞の用法が観察され
るということを実例を基に解説した。 （谷口 2015）
3 講演：「言語類型と２種類の複合動詞」 影山太郎氏（国立国語研究所 , 言語学：形態論、統語論、意味論）
【要旨】
　 影山氏は、日本語の V+V 型複合動詞と N+V 型複合動詞について、形態的な言語類型の観点から分析した。日本語において前者の
複合動詞の生産性が極めて高く、後者が少ない理由は、述語領域と名詞領域における形態的な膠着性 (agglutinative) の非対称性が影
響しているということである。 （谷口 2015）
2-3 プロジェクト〈2〉の達成状況と課題
　第 2 期のプロジェクトは、逼迫した予算の中で成果を目に見える形にすることが求められた。一方で、本学が
SGU に採択されたこと、また、大学院前期課程の改編に伴い、国際日本学研究院が立ち上げられたこと（2015）等
による業務の増加が著しく、第 1 期プロジェクト時より、研究環境は、予算的、時間的に年々厳しさを増していっ
た。そのため、第 2 期プロジェクトでは、部門として行うべきものに優先順位を設け、そのうえで大学、他部門、部
門員の科研との共催の形を取る等工夫して研究会等を開催した。しかし、実際には、部門長はじめそれぞれが多忙を
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極め、プロジェクト 2 年目以降は定期的な集まりもままならず、部門としてまとまりに欠け、部門らしさが十分出せ
なかったと反省している。
　期間中、当部門の設置目標にある「言語別教材の開発」の具体的な教材開発には至っていない。しかし、2010 年
度以降、2 期にわたる３か年プロジェクトを通し、当部門は、国内外の日本語教育研究機関との協働的研究を推進し、
教育研究を目的としたオンライン英作文学習者コーパス・誤用辞典（センターＨＰ「オンラインリソース」）を公開
する等、「言語別教材の開発」のための基盤研究を着実に実施してきたといえる。
　今後、プロジェクトで培われた基盤研究がそれぞれの教育機関で、具体的に「言語別教材の開発」につながってい
くことを切に願うものである。
　また、第 2 期プロジェクトの期間中も国内外の研究者とよい出会いがありいい関係を築き、意義ある協働研究を進
めることができた。今後このネットワークをどう活用していくかが、課題となる。　
　
おわりに
　当部門の３ヶ年プロジェクト〈２〉は、今年度が最終年となる。それは、2009 年度に設立された現国際日本研究
センターの最終年とも重なる。センターは今後新たな形で研究活動を継続していくことになるが、2 期にわたるプロ
ジェクトを通して築かれた国内外の研究者とのご縁、連携関係は、今後の協働研究推進の礎になるものである。それ
をもとに、新たな研究組織が国内外の日本語教育にさらに寄与することを切に願うものである。
　最後に、このプロジェクトにご協力いただいた多くの皆様に、この場をお借りして深く感謝申し上げます。
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注
1　 第 1 期 3 か年プロジェクト（2010 ～ 2012）は、『国際日本語教育部門 3 か年プロジェクト成果報告論文集　日本語学習者の母語・地
域性をふまえた日本語教育研究－国内外の日本語教育研究機関との協働的研究（2010 － 2012）』(2013) 参照。
2　 海野多枝の後任として、佐野洋が新たに部門構成員に加わった。
3　 2015 年 4 月 1 日より学内の組織改編により、所属が大学院国際日本学研究院に変更なった。
4　 同上。
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Overview of “Japanese Language Research and 
Construction of Web Dictionary Based on Learners’ Native 
Languages and Regional Characteristics 
— In Cooperation with Educational and Research Institutes Offering Japanese 
Language Study both within Japan and Abroad.”(2013-2015)
KOBAYASHI Yukie（Tokyo University of Foreign Studies）
The International Center for Japanese Studies was established in April 2009 with the mandate to develop 
a foundation for Japanese language education research. The Center's goal is to build a global hub for Japanese 
education. The International Japanese Education division have two main objectives. 
The first is to assess the present state of Japanese language education in higher education institutions both 
inside and outside of Japan, as well as creating a database of its findings that will contribute to research on 
Japanese education. The second is to develop materials for Japanese education. To achieve this, the project II titled 
“Japanese Language Research Construction of Web Dictionary Based on Learners’ Native Languages and Regional 
Characteristics—In Cooperation with Educational and research Institutes Offering Japanese Language Study both 
within Japan and Abroad” was carried out for 3 years from 2013 to 2015 following to the former project(2010-2012). 
The study developed an interface for a Japanese language education research program with Arabic, English, 
Chinese, French, and Thai languages that will allow further research to be built atop of it.
